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持続可能な社会の実現に向けた 
生命保険業界の取組 

資料５
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 生命保険協会は国内の生保41社が加盟、計374兆円の資産を持つ機関投資家 
（全国の保険契約者からの保険料を預かり、幅広い資産に投資する「ユニバーサル・オーナー」） 

「直接金融※」の内訳 

生保は「直接金融」における最大の機関投資家 

（出所）生命保険協会統計資料 （出所）日本銀行「資金循環統計」 

生保総資産の推移 
（兆円） 
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生命保険協会創立 
（1908年） 

生命保険 
374兆円 
（31%） 

公的年金 
226兆円 

投資信託 
212兆円 

企業年金 
127兆円 

その他 
90兆円 

※ 本会合の区分に沿って、保険・年金基金、公的年金、証券会社を集計 

証券会社 
126兆円 

損害保険 
32兆円 

生命保険協会110周年 
（2018年） 



機関投資家として社会構造の転換を長期資金供給でサポート 
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 生命保険会社は、長期資金の供給を通じて社会の大きな構造転換を支え、日本経済の成長に貢献。 
 近年、持続可能な社会の実現に向けて、ESG投融資やスチュワードシップ活動の取組を推進。 

（出所）生命保険協会統計資料 
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国債・地方債 
貸付金 

株式 

成長産業への長期資金供給で経済成長に貢献 

ESG投融資で持続可能な 
社会の実現に貢献 

重化学工業 第三次産業 

＜生保資産の構成＞ 

日本国債中心の運用で財政を下支え 

第一次石油危機 
（1973年） 

バブル崩壊 
（1991年） 

東京オリンピック 
（1964年） 

リーマンショック 
（2008年） 
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 生命保険業界の取組をSDGsの観点から整理し、2018年度に８つの「重点取組項目」を選定 

生命保険業界におけるSDGs達成に向けた重点取組項目 

１．持続可能な 
   社会保障制度の構築 

５．ESG投融資の推進 

２．金融リテラシー教育の推進 
６．マネロン・テロ資金供与、 
    反社会的勢力への対応 

３．消費者目線に立った経営の推進 ７．女性活躍推進 

４．健康寿命延伸に向けた取組み ８．人権に関する対応 

人生100年時代 少子高齢化 
機関投資家としての
社会的役割の増大 

生命保険業界を取り巻く環境変化 

生命保険協会はSDGs達成に向けた８つの取組を展開 



5 

株式市場の活性化 持続可能な社会の実現 

提言レポート 
集団的 

エンゲージメント 
ESG投融資 
ガイドライン 

スチュワードシップ活動ＷＧ ESG投融資推進WG 

2017～ 新設 

WG参加各社の取組・態勢のレベルアップ 

連携 

 2018年度はESG投融資推進WGを新設し、ガイドライン策定や提言レポート作成等の取組を展開 

ESG投融資推進に向けた生命保険協会の取組 

新設 

1974～ 
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株式市場活性化・持続可能な社会の実現に向けた提言 

 2018年度は、これまで提言してきた「株主還元の充実」、「コーポレートガバナンスの向上」、「対話の高度化」に
加え、「ESG取組の促進」を新たなテーマとして追加 

株主還元の充実 

コーポレートガバナンスの向上 

対話の高度化 

ESG取組の促進 

＜2018年度の提言テーマ（案）＞ 

追加 

※2019年4月公表予定 

※ 上場企業および投資家向けのアンケート調査をもとに提言作成 
【回答率】 上場企業 47％（568社／1,200社）、投資家 51％（121社／236社） 
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「ESG取組の促進」に向けた提言（案）①（企業向け） 

1% 

28% 

56% 

47% 

42% 

18% 

1% 

7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

投資家 

企業 

十分開示 
している 

一定程度 
開示している 

あまり開示 
していない 

開示して 
いない 

【企業・投資家向けアンケート】 
Ｑ：企業のESG取組の情報開示は十分か 

ESG取組を企業価値向上と結びつけ、投資家への説明を充実 

企業向け 

ESG取組の情報開示については、企業の認識ほど 
投資家は十分だと考えていない 

【企業向けアンケート】 
Ｑ：ESG取組をどの経営方針に組み込んでいるか 

0% 20% 40% 60%

組み込んでいない 

内部統制方針 

中期経営計画 

経営理念 

行動指針 

CSR方針 

39% 

CSR方針が最も多く、 
中期経営計画に組み込む
企業は約40%に留まる 



「ESG取組の促進」に向けた提言（案）②（投資家向け） 
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【企業向けアンケート】 
Ｑ：投資家との対話を踏まえて改善につながった点は 

0% 20% 40% 60%

アクションを起こしていない 

その他 

不祥事等の対応 

買収防衛策 

社外取関係（人数・独立性等） 

E（環境）・S（社会）の取組 

収益性 

財務戦略 

株主還元 

経営戦略・事業戦略 

情報開示 

短期的なテーマだけでなく、ESG課題解決に向けた中長期視点での対話の推進 

投資家向け 

ESGについて、 
投資家との対話に 
あまり効果を感じて

いない 

0% 20% 40% 60%

対話に応じない 

その他 

他のステークホルダーを 
軽視するような提案 

実績作りのための 
形式的な対話が多い 

企業側に対する 
一方的な提案や要求 

特段なし 

企業に対する分析や 
理解が浅い 

短期的なテーマのみに 
基づく対話の実施 

【企業向けアンケート】 
Ｑ：投資家の対話活動の課題は 

企業は、 
短期的なテーマのみに 
基づく投資家の対話を 

課題と認識 
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「ESG取組の促進」に向けた提言（案）③（政府向け） 

0% 20% 40% 60% 80%

その他 

相談窓口の設置 

モデル企業の選定、表彰制度 

関連政策の立案における 

省庁間の連携強化 

情報開示制度の充実 

企業 

投資家 

投資家 

企業 

投資家 

企業 

【企業・投資家向けアンケート】 
Ｑ：ESG推進のために政府に期待すること 

企業のESG取組とESG投融資の更なる促進に向けた、省庁横断的な政策の打ち出し 

政府向け 

ESG取組促進に向けた政府の会議体・ガイドライン 

所管省庁 ESG取組促進に向けた会議体 

環境省 
ESG金融懇談会 

ESG金融ハイレベル・パネル 

金融庁 
スチュワードシップ・コード及びコーポレー
トガバナンス・コードのフォローアップ会議 

経産省 

統合報告・ESG対話フォーラム 

SDGs経営／ESG投資研究会 

TCFD研究会 

所管省庁 ESG取組促進に向けたガイドライン 

金融庁 投資家と企業の対話ガイドライン 

経産省 
価値協創ガイダンス 

TCFDガイダンス 

2018/4～現在までに会議が開催されたものと
整理 → 国交省は削除 
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「ESG取組の促進」に向けた提言（案）④（政府向け） 

【投資家向けアンケート】 
Ｑ：TCFDに基づく気候変動情報の活用の検討状況は 

気候変動関連の情報開示の理解促進に向けた、ベストプラクティスの共有等の政策的後押し 

政府向け 

企業・投資家ともに、TCFDの認知度は高くない 

23% 29% 16% 32% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

4% 13% 33% 17% 33% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

開示しない 
予定 

既に 
開示 

開示に向けて 
検討中 

今後、開示に向けて 
検討する予定 

検討中 検討する予定 活用しない予定 
TCFDについて 
よく知らない 

【企業向けアンケート】 
Ｑ：TCFDに基づく気候変動情報開示の検討状況は 

TCFDについて 
よく知らない 



（参考）第一生命のESG投資 

11 
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 ESG投資を推進することで、イノベーション創出・地方創生等を後押しし、日本国民のQOL向上に貢献するとと
もに、グローバルな社会課題の解決（気候変動の緩和、インフラ整備等）にも貢献 

保険契約者 
（約1,000万名） 

保険料 

保険金 

（気候変動の緩和、新興国のインフラ整備等） 

第一生命のESG投資の基本スタンス 

投資収益 
(経済的リターン) 

投資 

インパクト投資 
（ベンチャー投資） 

地方創生投資 

再エネプロファイ 

SDGs債投資 

総資産 約35兆円 
グローバルな 
ビジネス展開 

（イノベーション創出、地方創生・地域活性化等） 

社会的リターン QOL向上 

社会的リターン グローバルな社会課題解決 



第一生命のESG投資のこれまでの取組 
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2010年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

投資態勢 

ESG 
テーマ型 
投資 

ESG 
インテグ
レーション 

 2010年以降、ESG投資を推進してきており、PRI署名以降は態勢を強化し、取組の幅の拡大 
→ 2017年度末には、21世紀金融行動原則のベストプラクティス（環境大臣賞）を受賞 

PRI署名 
 ESG投資方針の策定 

リサーチへのESG組込 

ネガティブスクリーニング 

 国際開発金融機関発行のSDGs債への投資 

 再生可能エネルギー発電所関連投融資 

 インパクト投資 

責任投資委員会 

 国内株でESGインハウス運用（2010年～） 

地方創生 

環境大臣賞 

ESG対話 

TCFD賛同 



再生可能エネルギー事業への投資 
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国内の再生可能エネルギー発電事業への投資 

 国内の太陽光・風力・バイオマス発電事業に対
し、2013年度より継続的に投資 

海外の再生可能エネルギー発電事業への投資 

 欧米での太陽光・風力発電事業に対しても、
2015年度より継続的に投資 

累計投資額： 約1,000億円 



国際開発金融機関等が発行するSDGs債への投資 
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マイクロファイナンス・ボンド （欧州復興開発銀行） 

• 途上国の中小・零細企業への事業資金支援 

欧州 

ＥＹＥ ボンド（米州開発銀行） 

• 教育、若年層支援、雇用支援 

ラテンアメリカ、カリブ海諸国 

ヘルス ボンド（アジア開発銀行） 

• アジア太平洋地域の保健衛生支援 

アジア・太平洋 

フィード・アフリカ・ ボンド（アフリカ開発銀行） 

• アフリカの農業・農業ビジネス支援 

インクルーシブ・ビジネス・ボンド（国際金融公社） 

• 低所得者層のビジネス参画への支援 

世銀グループ 

アフリカ 

ライト・アップ・アンド・パワー・アフリカ・ ボンド（アフリカ開発銀行） 

• アフリカの電力・エネルギーインフラ整備の支援 

ジェンダー ボンド（アジア開発銀行） 

• アジア・太平洋地域の女性活躍支援 

ヘルスボンド（欧州復興開発銀行） 

• 中東欧等の医療サービス向上支援 

東京グリーンボンド（東京都） 

• 東京都のスマートシティ化の支援 

日本 

累計投資額： 1,000億円超 



インパクト投資（社会課題解決に向けたイノベーション投資）の推進 
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投資先 投資時期 事業概要 

2017/10 
2019/2 

発展途上国におけるマイクロファイナンス事業 

2017/10 人工のクモ糸繊維等の新世代バイオ素材の開発 

2018/2 ニコチン依存症等の疾患向け「治療アプリ®」の研究・開発 

2018/4 「融資型クラウドファンディング」サービス提供 

2018/5 不眠症治療用アプリの研究・開発 

2018/10 「人の手に最も近い」アバターロボット等の研究・開発 

2018/11 ＡＩを活用した抗体/ペプチド医薬品開発プラットフォームの開発・提供 

2018/12 最先端レーザ技術を活用した低視力患者向けアイウェア等の開発・提供 

2019/3 強風下でも発電可能な風力発電機の開発 

 運用収益の獲得と社会的インパクトの創出（社会の構造変化等）の両立を目指すインパクト投資を通じて、
イノベーション創出に向けたリスクマネー供給を積極的に推進 



インパクト投資の事例 
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CureApp 五常アンドカンパニー チャレナジー 

 ニコチン依存症等向けの「治療ア
プリ®」の開発 

 2億円投資（2018/2） 
  ※追加投資を検討中 

 途上国でマイクロファイナンス事業
を展開 

 10億円投資 

  （2017/10、2019/2） 

 台風でも発電可能な風力発電
機の開発 

 新規投資予定（2019/3） 

＜社会的インパクト＞ 

途上国の金融アクセス向上 

＜社会的インパクト＞ 

治療効率化による医療費削減 

＜社会的インパクト＞ 

CO2排出量の削減 



地方創生・地域活性化への取組（慶応・先端研との包括連携協定） 
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＜農業振興＞ 
鶴岡バイオサイエンスパーク 

地域経済エコシステムの形成 

（唾液でガン検査） 

＜ホテル建設＞ 

（庄内地方の街づくり） （AI活用による創薬早期化） 

（腸内細菌で”病気ゼロ社会”実現） 

 先端生命科学研究所（＠山形県鶴岡市）発のベンチャー企業が、地域経済を巻き込んだエコシステムを形成 
   → 第一生命は、実証実験やベンチャー投資を通じて、先端研発イノベーションの社会実装を後押し 

慶應義塾大学 
先端生命科学研究所 

包括連携協定 

（再生医療による心不全撲滅） 
（うつ病診断キット開発） 

投資 投資 

（次世代バイオ素材開発） 



2019年度のESG投資の取組方針 
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インパクト投資 

地方創生・地域活性化 

重点取組テーマ 

気候変動 

取組強化 

「ユニバーサルオーナー」として、ESG投資を通じて、日本およびグローバルの社会課題の解決に貢献 

投資プロセスへの気候変動情報の組込 

再エネ事業向けのテーマ型投融資の推進 

 気候変動のリスク・機会を加味した企業評価（株式・クレジット） 

 投資先企業との対話により、TCFD提言に基づく開示の働きかけ 

社会課題解決に資する 
  イノベーションへの資金供給 

地域活性化に繋がる投融資
を通じたQOL向上 

産学連携によるイノベーショ
ン・事業創出 

＋ 


